
平成２８年度国保特別会計決算について

資料２



１　平成２８年度決算状況

28-27
予算現額 8,372,788 8,618,507 △245,719
歳入 8,708,915 8,827,297 △118,382
歳出 8,173,053 8,317,788 △144,735
形式収支 535,862 509,509 26,353
年度末基金残高 512,444 488,743 23,701

単位：千円

予算との差額（歳入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
国保税（過年度分）、療養給付費等負担金、国・県調整交付
金、共同事業交付金などの増額

予算との差額（歳出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
一般療養給付、退職療養給付、共同事業拠出金などの減額
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２　平成２８年度決算

款１ 国民健康保険税 1,714,098
款４ 国庫支出金 1,486,730
款５ 療養給付費等交付金 125,008
款６ 前期高齢者交付金 1,274,965
款７ 県支出金 509,772
款８ 共同事業交付金 1,870,649
款10 繰入金 1,158,270
款11 繰越金 509,508

諸収入・その他 59,915
歳　入　合　計 8,708,915

款１ 総務費 35,236
款２ 保険給付費 4,290,487
款３ 後期高齢者支援金等 938,068
款４ 前期高齢者納付金等 686
款５ 老人保健拠出金 24
款６ 介護納付金 364,037
款７ 共同事業拠出金 2,006,708
款８ 保健事業費 70,031

基金積立・諸支出 467,776
歳　入　合　計 8,173,053
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３　被保険者数の推移（年度平均）

Ｈ28

一般

退職

合計

前年増減率

（１）　全被保険者 単位：人・％

　（２）　前期高齢者【再掲】 単位：人・％

被保数

前年増減率
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近年、被保険者数は減少している。景気の回復等による若
年者の社保加入、75到達による後期高齢者医療制度への
移行の増加による。

前期高齢者数については、これまで増加傾向だったが、平
成２８年度は減少に転じている。これは、７５到達により後期
高齢者医療制度へ移行する方の増加による。
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４　保険給付費の推移

被保険者数が減少により保険給付費も減少している。

　　単位：千円・％

医療分

前年増減率
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５　一人当たり医療費の推移

入院

入院外

歯科

調剤

食事

訪問看護

療養費

合計

前年増減率

　　単位：円・％
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一人当たり医療費は、年々増加しているが、平成２７年度と
比較して平成２８年度の伸び率は小さくなっている。

特に、入院・入院外・訪問看護において、増加している。
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１ 5,000,000円以上 6
２ 4,000,000円以上 10
３ 3,000,000円以上 30
４ 2,000,000円以上 98
５ 1,000,000円以上 490

１ 5,000,000円以上 12
２ 4,000,000円以上 19
３ 3,000,000円以上 47
４ 2,000,000円以上 128
５ 1,000,000円以上 500

【高額入院件数】
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１ 統合失調症 111,011,650円 6.39％ △10.75％

２ 脳梗塞 69,856,300円 4.02％ 56.77％

３ 肺がん 53,989,530円 3.11％ 26.77％

４ 脳出血 52,281,940円 3.01％ 87.38％

５ 腎不全・透析 49,813,900円 2.87％ △7.88％
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６　国保税収入の推移

近年、被保険者の所得については大きな変化はない。

国保税収入（総額）の主な減少要因は、被保険者数の減少
である。

（１）　国保税収入（総額：現年+過年）

, , , , , , ,

. . .

単位：千円

, , , ,
. . .

（２）　一人当たり調定額（現年）
　単位：円
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（３）　収納率（現年）
　単位：％
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７　その他繰入金の推移（法定外繰入金）

500,000 250,000 450,000 450,000 450,000

単位：千円

一人当たりその他繰入金 単位：円
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64,129
41,227
34,979
30,880
30,871
28,351
27,336
27,064
26,744
26,723
24,908
24,639
24,404
22,719
22,500



８　医療費適正化に向けた取組状況

17

糖尿病性腎症の重症化予防を目的として、平成26・27年度は埼玉県モデル事業とし
て、受診勧奨と保健指導を２年間に分けて実施。平成28年度以降は、埼玉県との共
同事業として、受診勧奨と保健指導を1年間で実施。

　①事業実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人　％）

26 27 28
受
診
勧
奨

勧奨通知発送数 81 43

レセプトで受診確認者 31 27

医療機関への受診率 38.3％ 62.8％

保
健
指
導

対象者数 57 27

参加者数 21 4

終了者数 14 4

中断者数 6 0

終了率 36.8％ 100％
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②保健指導の効果測定（参加者の平均値）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人　％）

27 28

体重（kg）
参加時 60.3 68.5
6ヵ月後終了時 60.1 67.9

検査値増減 -0.14 -0.63

収縮期血圧（mmHg）
参加時 140.1 140.5
6ヵ月後終了時 133.6 125.8

検査値増減 -6.57 -14.70

拡張期血圧（mmHg）
参加時 78.6 80.7

6ヵ月後終了時 78.4 74.0

検査値増減 -0.14 -6.70

HbA1c（％）
参加時 6.8 7.1

6ヵ月後終了時 6.6 7.2
検査値増減 -0.14 0.10

参加者の透析移行者数（平成29年6月末時点） 0 0
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①特定健診（平成２８年度）　　　　　　　　　（単位：人　％）

28
対象者数（①） 9,813
受診者数（②） 4,160
受診率（②÷①） 42.4％
うちﾒﾀﾎﾞﾘｯｸ該当者（③） 1,313（見込）
ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸ発見率（③÷②） 31.6％

平成29年6月末時点速報値



※結果の内容については、参加者数のうち、現時点で検査結果の提出があった者の改善率等　

②特定保健指導（平成２８年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人　％）

28
対象者数（④） 492人
参加者数（⑤） 92人
参加率（⑤÷④） 18.7％
終了者数（⑥） 82人
終了率（⑥÷④） 16.7％

結　　果 改善 維持 悪化

うち　体重 65.1％ 4.8％ 30.1％
うち　腹囲 50.0％ 10.3％ 39.7％
うち　血圧 68.8％ 18.7％ 12.5％
改善率（１つでも改善） 55.4％
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③特定健診受診率と特定保健指導終了率の推移　　　　　　　　　

26 27 28
健診受診率 40.3％ 42.0％ 42.4％
保健指導終了率 14.7％ 12.7％ 16.7％
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件数 2,524件
効果額（保険給付費） 25,442千円
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査定件数 920件
返戻件数 82件

効果額（医療費） 6,099千円
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求償件数 11件
求償金額 9,879千円

発送回数 2回
対象件数 591件
効果額（医療費）
（年間推計）

1,113千円



訪問対象者数（案内通知発送） 62人
うち電話による案内実施者数 46人
うち訪問者数 16人
効果額（医療費）
（年間推計）　※訪問対象者

4,648千円

重複受診者レセプト件数（月平均） 4.5件　→ 2.6件
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